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貧困と格差が拡大する世界
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日本はアメリカに次ぐ富裕層大国
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日本はアメリカに次ぐ富裕層大国
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富裕層上位40人の金融資産
14兆5,103億円は日本の人口の
半分（６千万人）が持つ資産と同じ

▼ピケティ氏のデータベースより
富裕層上位10％の資産シェア
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政府・財務省は――

◆「国民ひとり当たり688万
円、４人家族で2,752万円
の借金」「税収の15年分の
財政赤字がある」

◆この財政赤字の原因は、
社会保障費だから社会保
障費を抑制するほかない

◆社会保障財源を確保す
るためには消費税を増税
するほかない

――と主張し続けています。

ホントでしょうか？
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日本の国内自体がタックスヘイブン化していると言える
大企業・富裕層優遇税制を応能負担に転換すれば
社会保障財源は生み出せる

▼国公労連の「税制改革提言」
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安倍政権前の
2012年度の軍事費に
戻すだけで
4,547億円が確保できる

軍事費削って
社会保障にまわせ！
の実現だけで
社会保障費の自然増削減を
ストップできる
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